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東日本大震災における住民ボランティアの精神的健康：
質問紙調査を用いた予備的研究
問題と目的
　天災は多くの者の命を奪い、生存者に対しても様々な形で打撃を与える。2011 年にわが国で発
生した東日本大震災では、大津波や原発事故などの被害が大きく、トラウマ体験による外傷後スト
レス反応を引き起こした者は 10%を超えていた 1。また、これらの被害で住居を奪われた者も多く、
震災から 5年が経過した 2016 年 10月においても避難者数は 13.8 万人にのぼっている 2。
　こうした中で復興庁は、被災者の心身のケアを充実させるためのコミュニティ形成をバックアッ
プし、地域住民が相互に支援できるシステム作りを目指している 2。実際にボランティアの総数は
年々減少しており、復興に向けた人員は不足している 3。つまり、地域住民を主体とした住民ボラ
ンティアに注目が集まっている。
　しかしながら住民ボランティアも同時に被災者であることが見逃される場合がある。わが国で発
生した新潟県中越大震災では、震災以来 3年間の大うつ病性障害の有病率は 4.4%であったとの記
録もある 4。また、一般的に非専門家であるボランティアの対人援助職では、うつ症状やバーンア
ウトが生じやすいとの指摘もある 5。したがって、東日本大震災の住民ボランティアにおいて、う
つ病やうつ症状などの精神的健康に関する問題が生じる可能性は十分にある。
　本研究は、東日本大震災における住民ボランティアを対象とし、精神的健康の実態を明らかにす
ることを目的とする。特に、うつ病診断の可能性、全般的なうつ症状や希死念慮の有無に着目し、
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こうした問題の現状把握を目指す。
方法
1. 対象者と調査手続き
　本研究では、東日本大震災住民ボランティアにおける精神的健康の実態を明らかにするために、
質問紙調査による記述的研究デザインを用いた。対象者は、2014 年 6月～ 9月の期間で東日本大
震災健康支援プロジェクトにおける健康クリエイター育成講座に参加した住民ボランティアであ
る。講座は、住民ボランティアとして被災者を支援している地域住民が参加可能なものであり、健
康支援に関する知識を実践的に教育している。参加者には研究の概要および自由意思であることを
説明した上で質問紙が配布され、回答をもって参加同意とみなされた。
2. 調査項目
　まず基本属性として、（1）性別、（2）年代、（3）仕事、（4）婚姻、（5）家族、（6）住居の 6点
についての回答を求めた。
　つづいて、うつ症状をPatient Health Questionnaire - 9（PHQ-9）日本語版を用いて評価した。
PHQ-9 は、主にプライマリケア領域でうつ病をスクリーニングするために有用なツールとして開
発された尺度であり 6、日本語版としても信頼性および妥当性が確認されている 7。尺度は 9項目
であり、うつ病の症状である「（1）抑うつ気分」「（2）興味または喜びの消失」「（3）食欲低下」「（4）
睡眠障害」「（5）精神運動性の焦燥または制止」「（6）易疲労感または気力の減退」「（7）無価値感」
「（8）思考または集中力の低下」「（9）希死念慮」により構成されている。質問は、それぞれの症状
にどのくらい頻繁に悩まされるかについて、「全くない（0点）」「数日（1点）」「半分以上（2点）」「ほ
ぼ毎日（3点）」の 4件法で回答を求める。PHQ-9 はアメリカ精神医学会によるDiagnostic and 
Statistical Manual of Mental Disorders: fourth edition text revision（DSM-IV-TR）に基づいた
アルゴリズム診断を簡易的に行える尺度であり、「（1）抑うつ気分」「（2）興味または喜びの消失」
のいずれかが過去 2週間の「半分以上」の頻度で存在し、かつ 9項目のうち 5項目以上が「半分以上」
に該当する場合に重症のうつ病である大うつ病性障害を疑われる。また、合計得点から判断するう
つ症状に関しては、「なし（0～ 4点）」「軽度（5～ 9点）」「中等度（10～ 14点）」「中等度から重
度（15～ 19点）」「重度以上（20点以上）」の 5段階に分類可能である。
3. 統計解析
　第 1に、基本属性およびうつ病診断については度数分布を示し、うつ病診断とうつ症状に関する
クロス集計を示した。第 2に、うつ病診断および希死念慮と基本属性との関連について、カイ二乗
検定またはフィッシャーの直接確率検定を用いて検討した。なお、有意水準は 5%とし、統計学的
処理には、SPSS for windows 23 を使用した。
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結果
1. 対象者の属性
　対象者の属性は表 1に示す通りである。性別は男性 10名（25.6%）、女性 28名（71.8%）と女性
の方が多く、年齢は 50代が最も多い 11名（28.2%）であった。また社会背景として、常勤で仕事
をしている者が 24名（61.5%）、既婚者が 29名（74.4%）、家族と同居している者が 31名（79.5%）
であった。さらに、住民ボランティアであるものの、自分自身も仮設住宅に暮らしている者が 10
名（25.6%）であった。
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2. うつ病診断およびうつ症状の特徴
　うつ病のアルゴリズム診断によると、「（1）抑うつ気分」「（2）興味または喜びの消失」のいずれ
か、さらに他の症状を含めた 5つ以上の項目に該当し、重症のうつ病を疑われる者は 4名（10.3%）、
少なくとも２項目のいずれかは該当するものの、上記の基準を満たさず、軽症のうつ病を疑われる
者は 4名（10.3%）、2項目のいずれも該当せず、診断なしの者は 31名（79.5%）であった（図 1）。
　また、これらのうつ病診断が主観的なうつ症状とどのように関連しているかを明らかにするため
に、診断と症状のクロス集計表を示した（表 2）。重症のうつ病疑い者（n = 4）は、すべてPHQ
合計点が 10点を超えた中等度以上のうつ症状を有していたが、軽症のうつ病疑いの者（n = 1）や
診断なしの者（n = 2）の中にも、中等度のうつ症状を有している者が存在していた。一方で、重
症のうつ病疑いの者の一部（n = 1）は、第 9項目の希死念慮に該当していたが、軽症のうつ病疑
いの者（n = 2）や診断なしの者（n = 2）の中にも、希死念慮を有している者が存在していた。
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3. うつ病診断および希死念慮と属性
　つぎに、うつ病診断や希死念慮が属性とどのように関連しているかを調べるために、それぞれク
ロス集計を示し、カイ二乗検定またはフィッシャーの直接確率検定による解析を行った（表3, 表 4）。
その結果、年齢をみると、希死念慮はどちらかと言えば中年期に多く存在している（n = 3）のに対し、
重症のうつ病が疑われる者は若年期に多く存在していた（n = 3）。また婚姻関係について、既婚者
は希死念慮を有する者が少ない（n = 1）一方で、重症または軽症のうつ病を疑われる者は一定程
度存在していた（n = 6）。
　さらに検定の結果から差は認められないものの、重症または軽症のうつ病を疑われる者は女性で
家族と同居している者にのみ存在し（n = 7）、常勤で仕事をしている者（n = 5）や震災前からの
自宅に住んでいる者（n = 5）に多かった。また、希死念慮を有する者は常勤で仕事をしている者
にのみ存在し（n = 4）、女性（n = 3）や家族と同居している者（n = 3）、震災前からの自宅に住
んでいる者（n = 2）に多かった。
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考察
　本研究の結果から、以下の 3点が明らかにされた。第 1に、東日本大震災の住民ボランティアに
おいて、大うつ病性障害と呼ばれる重症のうつ病疑いである者は 10%であり、軽症のうつ病疑い
を加えると 20%にのぼることが分かった。わが国における大うつ病性障害の 12ヶ月有病率は 1～
2%、生涯有病率は 3～ 7%と言われている 8。また東日本大震災後の先行研究によれば、大うつ病
性障害を疑われる者は、福島県で被災者を支援している公務員において 17.9%、宮城県の消防士や
医療者などの災害支援スタッフにおいては 3.8-15.9%と言われている 9,10。本研究の結果から、こう
した災害支援に携わる専門職だけでなく、住民ボランティアにおいても同様にうつ病を疑われる者
の割合が高いことが分かる。
　第 2に、必ずしもうつ病が疑われない状態であっても主観的なうつ症状が高い場合や、希死念慮
を伴う場合があることも明らかにされた。一般的に自殺の原因はうつ病が多いと考えられているも
のの、実際に自殺者の中でうつ病に該当する者は 42.1%であることが知られている 11。つまり適応
障害や不安障害などのように、抑うつ気分や興味の消失が顕著でない場合であっても、主観的な苦
痛が強く、自殺につながる場合があるのだ。先行研究では、特に津波被害にあった被災者では、精
神科診断や自殺企図のリスクが高いことが示されている 12。これらのことから、被災者だけでなく
住民ボランティアに対しても、うつ病のスクリーニングに加えて、自殺の可能性についてもアセス
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メントすることが重要であると言える。
　第 3に、うつ病は女性や若年期に多く、希死念慮は中年期に多いことが分かった。また、仕事や
家庭などの社会的背景は、うつ病や希死念慮との関連は小さかった。厚生労働省の調査によれば、
うつ病の発症リスクは女性が男性の 2倍と言われており 13、性別に関する本研究の結果と一致する。
また、うつ病を含む気分障害の患者数および自殺者数は共に 40歳代でピークとなっており、若年
期でうつ病の発症リスクが高いとする本研究の結果とは、部分的に一致していない 14,15。一般的に、
若年期のストレッサーは家族や友人との人間関係、学業などが中心となる 16。しかし、本研究で対
象となった住民ボランティアにおいては自分自身の被災体験に加え、その被災者の支援活動を行っ
ているため、本来の若年期層と比較してストレス負荷が大きかった可能性がある。さらに先行研究
では、重篤な人間関係上の問題や経済苦などの社会的背景は、自殺企図の危険因子となりうるとさ
れており、社会背景と希死念慮に関係がないとする本研究の結果と一致していない 17。これに関し
てはサンプルサイズが小さいことや対象が偏っていることなども影響を及ぼしている可能性が否定
できない。
　本研究では、東日本大震災後の健康支援を続けている地域の住民ボランティアにおいて、うつ病
や自殺リスクなどの精神的健康の問題が顕著であり、支援が必要であることを示した。実際に、東
北地方における 2014 年の標準化自殺死亡比は 110 ～ 138 と極めて高く 18、うつ病や自殺リスクの
スクリーニングマニュアルも開発されている 19。しかし、住民ボランティアの精神的苦痛にはあま
り焦点が当てられていなかった。通常、専門家である対人援助職であっても、外傷体験をした者に
共感的に関わることによる強い疲労（二次的トラウマ）を体験すると言われており、対人援助職の
精神的支援にも近年注目が集まっている 20。住民ボランティアのように、非専門家である対人援助
職となれば、なおさら精神的支援の必要性を検討しなければならないと考えられる。
　本研究における最大の限界点はサンプルサイズが小さく、無視できない選択バイアスが生じてい
る可能性である。特にクロス集計では検定が困難な状況であり、残念ながら一般化可能性は低い。
しかしながら本研究は、本来であれば被災者を支援する立場である住民ボランティアにおいても、
無視できない精神的健康の問題が存在していることを示す重要な知見である。今後はさらに調査地
域や調査対象者を拡大し、住民ボランティアにおける精神的健康に関する研究を蓄積していく必要
があると考える。
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